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秋田県簡易型ＩＣＴ活用モデル工事試行要綱 新旧対照表 
新 旧 

秋田県簡易型ＩＣＴ活用モデル工事試行要綱 

（令和２年９月１０日技管－３０１） 

 

（趣旨） 

第１条  この要綱は、秋田県が発注する簡易型ＩＣＴ活用モデル工事（以下、「モデル工事」という。）

に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（適用範囲） 

第２条 この要綱は、秋田県建設部が所管する建設工事に適用する。 

 

（定義） 

第３条 モデル工事は、次の①から⑤までに掲げる段階のうち、②、④及び⑤におけるＩＣＴ施工

技術の活用を必須とし、①及び③におけるＩＣＴ施工技術の活用を受注者が選択可能な建設工事

をいう。 

① ３次元起工測量 

② ３次元設計データの作成 

③ ＩＣＴ建設機械による施工 

④ ３次元出来形管理等による施工管理 

⑤ ３次元データの納品 

２ モデル工事として発注した工事であっても、前項の①から⑤までに掲げる全ての段階でＩＣＴ

施工技術を活用する場合は、「秋田県ＩＣＴ活用モデル工事実施要綱」を適用し、秋田県ＩＣＴ活

用モデル工事として扱う。 

 

（モデル工事の実施） 

第４条 モデル工事は、次に掲げるいずれかの方式により実施するものとする。 

 ⑴ 発注者指定型 

   発注者指定型とは、モデル工事の実施を設計図書において義務づける方式であり、秋田県建

設工事入札制度実施要綱（昭和６２年４月２２日付け監―１３４）に定める入札審査会等の審

議を経て発注者が指定する建設工事とする。 

 ⑵ 受注者希望型 

   受注者希望型とは、モデル工事の実施を受注者が選択できる方式であり、受注者からの施工

計画書の提出前に、発注者に対してＩＣＴ活用の実施について協議があった工事のうち、発注

者が認めて指示した建設工事とする。 

２ 発注者は、モデル工事の継続が適当でないと判断した場合、モデル工事の指定を解除すること

ができる。 

 

（モデル工事の対象工種） 

第５条 モデル工事の対象となる工種は、土工とする。 

 

（関係基準類） 

第６条 発注者及び受注者は、モデル工事を実施するに当たっては、次に掲げる基準類を準用又は

秋田県簡易型ＩＣＴ活用モデル工事試行要綱 

（令和２年９月１０日技管－３０１） 

 

（趣旨） 

第１条  この要綱は、秋田県が発注する簡易型ＩＣＴ活用モデル工事（以下、「モデル工事」という。）

に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（適用範囲） 

第２条 この要綱は、秋田県建設部が所管する建設工事に適用する。 

 

（定義） 

第３条 モデル工事は、次の①から⑤までに掲げる段階のうち、②、④及び⑤におけるＩＣＴ施工

技術の活用を必須とし、①及び③におけるＩＣＴ施工技術の活用を受注者が選択可能な建設工事

をいう。 

① ３次元起工測量 

② ３次元設計データの作成 

③ ＩＣＴ建設機械による施工 

④ ３次元出来形管理等による施工管理 

⑤ ３次元データの納品 

２ モデル工事として発注した工事であっても、前項の①から⑤までに掲げる全ての段階でＩＣＴ

施工技術を活用する場合は、「秋田県ＩＣＴ活用モデル工事実施要綱」を適用し、秋田県ＩＣＴ活

用モデル工事として扱う。 

 

（モデル工事の実施） 

第４条 モデル工事は、次に掲げるいずれかの方式により実施するものとする。 

 ⑴ 発注者指定型 

   発注者指定型とは、モデル工事の実施を設計図書において義務づける方式であり、秋田県建

設工事入札制度実施要綱（昭和６２年４月２２日付け監―１３４）に定める入札審査会等の審

議を経て発注者が指定する建設工事とする。 

 ⑵ 受注者希望型 

   受注者希望型とは、モデル工事の実施を受注者が選択できる方式であり、受注者からの施工

計画書の提出前に、発注者に対してＩＣＴ活用の実施について協議があった工事のうち、発注

者が認めて指示した建設工事とする。 

２ 発注者は、モデル工事の継続が適当でないと判断した場合、モデル工事の指定を解除すること

ができる。 

 

（モデル工事の対象工種） 

第５条 モデル工事の対象となる工種は、土工とする。 

 

（関係基準類） 

第６条 発注者及び受注者は、モデル工事を実施するに当たっては、次に掲げる基準類を準用又は
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参考とすること。 

⑴ 国土交通省その他の機関が定めた基準類 

⑵ 発注者が指定する基準類 

 

（工事成績評定） 

第７条 発注者は、第３条第１項に規定するＩＣＴ施工技術の活用を必須とする段階を全て履行し

モデル工事を完成させた受注者に係る工事成績評定については、主任監督員の評価において、考

査項目「４．工事特性」細別「Ⅰ．施工条件等への対応」対応事項「Ⅴ．その他」に４点の加点

を行うものとし、対応事項Ⅰ～Ⅳにおいて重複評価しないものとする。ただし、当該工事が秋田

県ＩＣＴ活用モデル工事実施要綱第６条第１項の規定により工事成績評定の加点となる場合は、

その工種にかかわらず、本モデル工事としての加点は行わないものとする。 

２ 発注者は、発注者指定型において、第３条第１項に規定するＩＣＴ施工技術の活用を必須とす

る段階のうち一つ以上を履行しない受注者に係る工事成績評定については、総括監督員の評価に

おいて、考査項目「７．法令順守」に５点の減点を行うものとする。ただし、次に掲げるいずれ

かに該当する場合は減点の対象としない。 

 ⑴ 降雪、積雪等によって３次元出来形管理による施工管理が実施できない場合に、３次元出来

形管理によらず管理断面及び変化点の計測による出来形管理により施工管理を行う場合 

 ⑵ その他受注者の責によらず、ＩＣＴ施工技術の活用ができなくなった場合 

 

（実施証明書） 

第８章 発注者は、モデル工事を実施し、その完成検査に合格した受注者に対して、秋田県モデル

工事実施証明書発行要領に定める実施証明書を発行するものとする。 

 

（実施報告） 

第９条 モデル工事の実施が決定した際には、発注者はその都度、技術管理課へ報告するものとす

る。 

 

（入札公告等） 

第 10 条 モデル工事の入札公告等においては、次に掲げることを実施するものとする。 

⑴ 発注者指定型の場合は、公告文の発注概要書にその旨を記載するものとする。 

⑵ 特記仕様書及び現場説明書に必要事項を記載するものとする。 

 

（施工前協議及び施工計画書等） 

第 11 条 モデル工事の施工前協議及び施工計画書等においては、次に掲げることを実施するものと

する。 

 ⑴ 別紙１を参考としたＩＣＴ活用計画書と工事打合簿を作成し、受発注者間で協議を行うこと

とする。 

⑵ 当面の間、監督及び検査等に係る必要機器（３次元データ等の閲覧が可能なパソコン等）は

受注者が用意することとする。 

 

（工事費の積算） 

第 12 条 発注者は、当初発注時は土木工事標準積算基準書（秋田県）の従来施工の基準に基づく積

参考とすること。 

⑴ 国土交通省その他の機関が定めた基準類 

⑵ 発注者が指定する基準類 

 

（工事成績評定） 

第７条 発注者は、                                    

モデル工事を完成させた受注者に係る工事成績評定については、主任監督員の評価において、考

査項目「４．工事特性」細別「Ⅰ．施工条件等への対応」対応事項「Ⅴ．その他」に２点の加点

を行うものとし、対応事項Ⅰ～Ⅳにおいて重複評価しないものとする。            

                                             

                                    

（追加）                                         

                                             

                                             

              

 （追加）                                        

                                          

 （追加）                                

 

（追加）    

（追加）                                         

                                 

 

（実施報告） 

第８条 モデル工事の実施が決定した際には、発注者はその都度、技術管理課へ報告するものとす

る。 

 

（入札公告等） 

第９条 モデル工事の入札公告等においては、次に掲げることを実施するものとする。 

⑴ 発注者指定型の場合は、公告文の発注概要書にその旨を記載するものとする。 

⑵ 特記仕様書及び現場説明書に必要事項を記載するものとする。 

 

（施工前協議及び施工計画書等） 

第 10 条 モデル工事の施工前協議及び施工計画書等においては、次に掲げることを実施するものと

する。 

 ⑴ 別紙１を参考としたＩＣＴ活用計画書と工事打合簿を作成し、受発注者間で協議を行うこと

とする。 

⑵ 当面の間、監督及び検査等に係る必要機器（３次元データ等の閲覧が可能なパソコン等）は

受注者が用意することとする。 

 

（工事費の積算） 

第 11 条 発注者は、当初発注時は土木工事標準積算基準書（秋田県）の従来施工の基準に基づく積
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算により発注するものとする。 

２ 発注者は、前条第１項第１号の協議結果に基づいて受注者がＩＣＴ施工技術の活用を行った項

目については、各段階を設計変更の対象とし、「秋田県ＩＣＴ活用モデル工事（土工）実施要領（積

算編）」に基づく積算に落札率を乗じた価格により契約変更を行うものとする。 

 

（工事名標示板） 

第 13 条 受注者は、別紙２を参考として、現場に設置する工事名表示板にモデル工事であることを

記載するものとする。 

 

（効果の把握） 

第 14 条 受注者及び監督職員は、試行を通じた効果検証及び課題抽出のため、アンケート調査等の

依頼があった場合は協力すること。 

 

（その他） 

第 15 条 この要綱に定めるもののほか、モデル工事に関し必要な事項は「秋田県ＩＣＴ活用モデル

工事（土工）実施要領（実施編）」及び「秋田県ＩＣＴ活用モデル工事（土工）実施要領（積算編）」

を適用する。ただし、「秋田県ＩＣＴ活用モデル工事（土工）実施要領（実施編）」の「１－１ 概

要」、「１－３ ＩＣＴ活用モデル工事における土工」及び「４－３ 工事費の積算」は適用しな

い。 

 

  附 則 

 この要綱は、令和２年１０月１日から施行する。 

附 則 （令和３年９月９日技管－３３３ 一部改正） 

 この要綱は、令和３年１０月１日から施行する。 

附 則 （令和４年３月１日技管－６９３ 一部改正） 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

算により発注するものとする。 

２ 発注者は、前条第１項第１号の協議結果に基づいて受注者がＩＣＴ施工技術の活用を行った項

目については、各段階を設計変更の対象とし、「秋田県ＩＣＴ活用モデル工事（土工）実施要領（積

算編）」に基づく積算に落札率を乗じた価格により契約変更を行うものとする。 

 

（工事名標示板） 

第 12 条 受注者は、別紙２を参考として、現場に設置する工事名表示板にモデル工事であることを

記載するものとする。 

 

（効果の把握） 

第 13 条 受注者及び監督職員は、試行を通じた効果検証及び課題抽出のため、アンケート調査等の

依頼があった場合は協力すること。 

 

（その他） 

第 14 条 この要綱に定めるもののほか、モデル工事に関し必要な事項は「秋田県ＩＣＴ活用モデル

工事（土工）実施要領（実施編）」及び「秋田県ＩＣＴ活用モデル工事（土工）実施要領（積算編）」

を適用する。ただし、「秋田県ＩＣＴ活用モデル工事（土工）実施要領（実施編）」の「１－１ 概

要」、「１－３ ＩＣＴ活用モデル工事における土工」及び「４－３ 工事費の積算」は適用しな

い。 

 

  附 則 

 この要綱は、令和２年１０月１日から施行する。 

附 則 （令和３年９月９日技管－３３３ 一部改正） 

 この要綱は、令和３年１０月１日から施行する。 

（追加）                        
 （追加）                  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


